
課題として、東境測定局の管理に関すること（ＮＥＸＣＯ中日本敷地内からの雑草の侵入等）が挙げられる。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 大気常時監視地点（地点） 3 3 3 3 3
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,568 7,299 9,215 7,873 合計 9,214,790 円
需用費 1,123,229 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10 役務費 250,046 円
委託料 6,391,350 円

一般財源 8,568 7,299 9,215 7,863 使用料及び賃借料 43,165 円
備品購入費 1,407,000 円

職員人件費　② 1,436 1,415 1,403 1,466

総事業費（①＋②） 10,004 8,714 10,618 9,339

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２

Ｄ

５年度特定財源名称

２

　

５年度迄の累積事業費

　

0

２７年度以降の事業

　

費見込 0

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 都市環境

度

基本施策 循環型社会・

　

環境保全
施策体系

施策

刈

の内容 公害の防止

目
　

谷

　
　
的

　大気汚染状況

市

を把握し、環境保全を

事

図る。

主
た
る
内
容

　自

務

動測定機を市内3箇所

事

（かりがね小、依佐
美

業

中、東境町）に設置し

評

、24時間常時、大気

価

汚染の状況を測定する

シ

。また市内2箇所（か

ー

り
がね小、依佐美中）

ト

にて降下ばいじん調査

（

、
市役所にて酸性雨調

様

査を実施し、大気の状

式

況
を把握する。

位
置
づ

１

け

関連計画 刈谷市環境

）

基本計画

根拠法令  

対

会

象者 対象者を限定せず

計

事業期間 ～

実施方法 ■

名

直営　■委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 経済環境部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２３年度実

計

績 ２４年度実績 ２５年

大

度実績 ２６年度計画

【

気

大気汚染自動測定】 【

汚

大気汚染自動測定】 【

染

大気汚染自動測定】 【

調

大気汚染自動測定】
市

査

内3箇所　24時間常

事

時実施 市内3箇所　2

業

4時間常時実施 市内3

担

箇所　24時間常時実

当

施 市内3箇所　24時

課

間常時
【降下ばいじん

環

調査】 【降下ばいじん

境

調査】 【降下ばいじん

推

調査】 【降下ばいじん

進

調査】
市内2箇所　各

課

12回実施 市内2箇所

款

　各12回実施 市内2

項

箇所　各12回実施 市

目

内2箇所　各12回
【

担

酸性雨調査】 【酸性雨

当

調査】 【酸性雨調査】

係

【酸性雨調査】
市内1

環

箇所　12回実施 市内

境

1箇所　12回実施 市

保

内1箇所　12回実施

全

市内1箇所　12回

　

係

もともと大気汚染につ

4

いては県の所管事項で

1

あるが、取得したデー

7

タは県への報告資料としているほか、「刈谷市の環

成果 境」にて公表している。蓄積されたデータの経年比較により、市としても独自に現状の大気汚染状況を把握することがで

(できたこと) きた。

　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内の大気汚染状況の把握につい

平

て、市民生活上必要で

成

・法的業務
高い

ある。

２

必要性 ・市民ニーズ、

６

社会需要
・市民生活上

年

必要である　など

　分

度

析業務及び機器の保守

　

管理等は外部委託であ

刈

るが、分
・コストの節

谷

減、費用対効果
普通

析

市

技術及び精度の確保の

事

観点から費用対効果は

務

妥当と考え
効率性 ・執

事

行体制の効率性 られる

業

。
・手段の最適性　な

評

ど

　市内の大気汚染状

価

況の把握について、市

シ

民生活上必要で
・市が

ー

主体となって実施する

ト

普通
あり妥当である。

（

妥当性 　べき事業であ

様

るか
・総合計画との整

式

合性　など

　大気汚染

２

状況について、市民へ

）

調査結果を公開してい

会

る

施策への ・施策への

計

貢献度
高い

。また、未

名

然の公害防止に努めて

担

いる。
・目標達成度

貢

当

献度 ・市民サービスへ

部

の効果　など

今後の方

経

向性 □拡充　■現状維

済

持　□改善・効率化　

環

□縮小　□終期設定　

境

□休止・廃止

　今後の

部

方向性について、現状

一

どおり、大気汚染調査

般

を継続的に実施し、市

会

内の大気環境の把握に

計

努める。

大気汚

Ｃ

染

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

調

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

査

∨

事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全係

4 1 7



4

25年度は、年間ベー

1

スで658ｔのCO2

7

削減効果をもたらしたことになる。

(できたこと) 　（1kW当たりの年間CO2削減量は、367.6kgで計算：火力発電との比較）

　国の補助制度の変更等により申請件数の増減が予想されるため、常に最新の動向に配慮した制度設計が必要となる。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 補助件数（件） 469 455 396 450 450
指標
成果 CO2排出削減量（ｔ－CO2） 2,426 3,200 3,858 4,520 5,843
指標

岡崎市20,000円／kW、碧南市50,000円／kW、豊田市25,000円／kW、安城市40,000円／kW、
他市との 西尾市30,000円／kW、知立市30,000円／kW、高浜市50,000円／kW、みよし市40,000円／kW
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 103,144 101,799 72,891 90,000 合計 72,891,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 5,190 3,863 3,839 4,050 交付金 72,891

Ｄ

,000 円

一般財源

　

97,954 97,9

　

36 69,052 85

　

,950

職員人件費　

Ｏ

② 1,436 1,41

　

5 2,104 2,19

　

8

総事業費（①＋②）

∧

104,580 103

　

,214 74,995

　

92,198

建
設
事
業

実

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２５年度特定財

　

源名称

２５年度迄の累

施

積事業費 0 愛知県住宅

　

用太陽光発電施設
導入

　

促進費補助金（県）

２

∨

７年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

　

境

基本施策 低炭素社会

刈

施策体系
施策の内容 エ

谷

ネルギーの有効利用

目

市

　
　
　
的

　環境基本計

事

画及び環境都市アクシ

務

ョンプラ

主
た
る
内
容

　

事

太陽光発電システムを

業

設置する市民に対し
ン

評

の趣旨に基づき、再生

価

可能エネルギーの積 て

シ

、20万円（4kW）

ー

を限度に補助金を交付

ト

し普
極利用による環境

（

負荷の少ない社会を形

様

成し 及を図る。
ていく

式

ことで、地球温暖化を

１

防止する。  ※補助金

）

の額　1kW当たり5

会

万円

位
置
づ
け

関連計画

計

刈谷市環境基本計画　

名

　刈谷市環境都市アク

担

ションプラン

根拠法令

当

刈谷市住宅用太陽光発

部

電システム設置費補助

経

金交付要綱

対象者 市民

済

事業期間 平成１１年度

環

～

実施方法 ■直営　□

境

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

一般会計
住宅用太陽

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

光

績

２３年度実績 ２４年

発

度実績 ２５年度実績 ２

電

６年度計画

【補助単価

シ

】 【補助単価】 【補助

ス

単価】 【補助単価】
　

テ

6万円／kW（上限2

ム

4万円） 　6万円／k

設

W（上限24万円） 　

置

5万円／kW（上限2

費

0万円） 　5万円／k

補

W（上限20万円）
【

助

補助件数】 【補助件数

事

】 【補助件数】 【補助

業

件数】
  469件 　

担

455件 　396件 　

当

450件
【補助金額】

課

【補助金額】 【補助金

環

額】 【補助金額】
  

境

103,144千円  

推

 101,799千円

進

  72,891千円

課

  90,000千円

款

【設置規模】 【設置規

項

模】 【設置規模】 【設

目

置規模】
　2,031

担

.7kW   2,10

当

7.5kW   1,7

係

90.5kW   1,

環

800kW

　太陽光発

境

電システムの設置を促

政

進することで、地球温

策

暖化防止に努めること

係

ができた。

成果 　平成



1 7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の省

平

エネルギー意識は、東

成

日本大震災以降さらに

２

高
・法的業務

高い
揚し

６

、太陽光発電設備の設

年

置件数は年々増加して

度

いる。
必要性 ・市民ニ

　

ーズ、社会需要 　太陽

刈

光発電システムの設置

谷

は、地球温暖化防止、

市

省エネ
・市民生活上必

事

要である　など ルギー

務

の観点から有効である

事

ことから、必要な制度

業

である
。
　補助額、執

評

行経費は妥当であると

価

考えるものの、CO2

シ

削減
・コストの節減、

ー

費用対効果
普通

量を費

ト

用換算することが困難

（

である。
効率性 ・執行

様

体制の効率性
・手段の

式

最適性　など

　設置単

２

価が依然高価であるほ

）

か、国の想定モデルで

会

は市
・市が主体となっ

計

て実施する
高い

町村の

名

補助金も想定されてお

担

り、導入促進には行政

当

の支援
妥当性 　べき事

部

業であるか が必要であ

経

る。総合計画において

済

「エネルギーの有効活

環

用
・総合計画との整合

境

性　など 」の施策の柱

部

として、クリーンエネ

一

ルギーの導入の促進が

般

位置付けられている。

会

　年々制度に対する需

計

要は増え続け、制度開

住

始からの申請

施策への

宅

・施策への貢献度
高い

用

件数累積で計算すると

太

、設置規模は12,6

陽

04kW、CO2削減

光

量は
・目標達成度 年間

発

4,633ｔに上る。

電

貢献度 ・市民サービス

シ

への効果　など

今後の

ス

方向性 □拡充　■現状

テ

維持　□改善・効率化

ム

　□縮小　□終期設定

設

　□休止・廃止

　国、

置

県、近隣自治体の動向

費

に注視しつつ、現状を

補

維持する。
　必要に応

助

じて終期の設定、制度

事

の変更などを検討する

業

。

担当課

Ｃ
 
　
Ｈ

環

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

境

　
∧
　
評
　
価
　
∨

推進課

款 項 目 担当係 環境政策係

4



セ 　施 ・エコアクション２１関連セ
　ミナー､認証取得講座の実施 　ミナー､認証取得講座の実施

・かりやエコポイントプロジェクトを試行実施し、市民のエコ活動を促進した。

成果 ・刈谷城築城480年記念環境講演会を実施し、楽しくエコライフについて学ぶ機会を提供した。

(できたこと) ・エコアクション２１に係る周知、認証取得の支援を行い、企業の環境配慮型経営を促進した。

・エコポイントプロジェクトの参加者の増加の方法等についてさらなる検討が必要。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 事業関連市民だより掲載回数（回） 3 12 17 17 20
指標
成果 エコポイントプロジェクト参加世帯数（世帯） ― 1,356 2,398 3,000 4,000
指標

エコポイントについて、豊田市は予算を多く確保し大規模に実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,817 3,146 5,142 3,440 合計 5,141,912 円
報償費 12,800 円

財
　
源

特

Ｄ

定財源 0 31 30 0 需

　

用費 13,303 円

　

役務費 135,000

　

 円

一般財源 2,81

Ｏ

7 3,115 5,11

　

2 3,440 委託料 4

　

,812,159 円

∧

使用料及び賃借料 16

　

8,650 円

職員人

　

件費　② 5,025 4

実

,244 10,170

　

10,625

総事業費

　

（①＋②） 7,842

施

7,390 15,31

　

2 14,065

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

∨

千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 雑入（その他の雑入）

２７年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

　

施策 低炭素社会
施策体

刈

系
施策の内容 地球温暖

谷

化対策の推進

目
　
　
　

市

的

　低炭素都市刈谷を

事

目指し、市民、事業者

務

の

主
た
る
内
容

　環境都

事

市アクションプランに

業

基づく分野別
温暖化対

評

策に関する取組を促進

価

し、本市にお の取組を

シ

実施する。
けるCO2

ー

の排出抑制を推進する

ト

。 ○産業・エネルギー

（

分野
○エコモビリティ

様

分野
○エコライフ分野

式

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

１

市環境都市アクション

）

プラン

根拠法令 地球温

会

暖化対策の推進に関す

計

る法律

対象者 対象者を

名

限定せず 事業期間 平成

担

２３年度 ～

実施方法 ■

当

直営　■委託　□指定

部

管理　□補助・助成　

経

□その他

済環境部

一般会計

Ｂ
　
事
　

環

業
　
実
　
績

２３年度実

境

績 ２４年度実績 ２５年

都

度実績 ２６年度計画

・

市

自転車マップ作成ワー

ア

クシ ・かりやエコポイ

ク

ントプロジ ・かりやエ

シ

コポイントプロジ ・か

ョ

りやエコポイントプロ

ン

ジ
　ョップの開催 　ェ

プ

クト試行実施(7月～

ラ

3月) 　ェクト試行実

ン

施(4月～3月) 　ェ

推

クト実施（4月～3月

進

）
・かりや自転車マッ

事

プ作成　 ・かりやエコ

業

ポイント検討会 ・かり

担

やエコポイント検討会

当

・環境都市アクション

課

プラン
　(3,000

環

部） 　の実施（3回）

境

　の実施（2回） 　推

推

進会議の開催（1回）

進

・刈谷エコ・アクショ

課

ンキャ ・かりや自転車

款

マップの配布 ・江戸の

項

エコライフ環境講演 ・

目

環境講演会実施（1回

担

）
　ンペーンの実施 ・

当

環境講演会の実施（1

係

回） 　会実施（1回）

環

・かりやエコポイント

境

検討会 ・エコアクショ

政

ン２１関連セ ・かりや

策

エコマップの作成
　の

係

実施（2回） 　ミナー

4

、認証取得講座の実 　

1

（3,000部）
・エ

7

コアクション２１関連



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地球温暖化対策

平

は世界的な課題となっ

成

ており、その推進
・法

２

的業務
高い

のためには

６

、市民、事業者、行政

年

が連携して取り組むこ

度

と
必要性 ・市民ニーズ

　

、社会需要 が重要であ

刈

る。本事業は、産業・

谷

エネルギー、ライフス

市

タ
・市民生活上必要で

事

ある　など イルなど、

務

多面的に市民・事業者

事

の取組を促進すること

業

を
目的としており、必

評

要な事業である。
　手

価

段としては適切と考え

シ

るものの、事業活動・

ー

市民活動
・コストの節

ト

減、費用対効果
普通

の

（

CO2排出削減に係る

様

事業効果を費用換算す

式

ることは困難で
効率性

２

・執行体制の効率性 あ

）

る。
・手段の最適性　

会

など

　行政として、率

計

先活動と並行して市民

名

・事業者の活動を
・市

担

が主体となって実施す

当

る
高い

促進していくこ

部

とが必要。
妥当性 　べ

経

き事業であるか 　総合

済

計画において、「地球

環

温暖化対策の推進」の

境

施策の
・総合計画との

部

整合性　など 柱として

一

、環境都市アクション

般

プランの各事業が位置

会

づけ
られている。
　市

計

民、事業者の環境活動

環

を促進する点において

境

は市域全

施策への ・施

都

策への貢献度
普通

体に

市

効果があるが、意識啓

ア

発が主眼となるため、

ク

事業の直
・目標達成度

シ

接的効果を図ることは

ョ

困難である。
貢献度 ・

ン

市民サービスへの効果

プ

　など

今後の方向性 □

ラ

拡充　■現状維持　■

ン

改善・効率化　□縮小

推

　□終期設定　□休止

進

・廃止

　刈谷市環境都

事

市アクションプランに

業

位置づけられた各事業

担

について、順次実施に

当

向けて検討を進めてい

課

く。

環境推

Ｃ
 
　

進

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

課

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 環境政策係

4 1 7



1 7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 360 776 594 1,050 合計 594,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 594,000 円

一般財源 360 776 594 1,050

職員人件費　② 0 2,476 1,403 366

総事業費（①＋②） 360 3,252 1,997 1,416

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

６

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

　

基本施策 低炭素社会
施

刈

策体系
施策の内容 地球

谷

温暖化対策の推進

目
　

市

　
　
的

　ＩＳＯと比較

事

して中小事業者にも取

務

得しや

主
た
る
内
容

　市

事

内中小事業者に対し、

業

環境マネジメント
すい

評

環境マネジメントシス

価

テム「エコアクシ シス

シ

テム「エコアクション

ー

２１」の認証取得
ョン

ト

２１」の導入を促進し

（

、事業活動に伴う にか

様

かる経費を補助する。

式

温室効果ガス排出量の

１

削減を図る。

位
置
づ
け

）

関連計画 刈谷市環境都

会

市アクションプラン

根

計

拠法令 刈谷市中小企業

名

エコアクション２１認

担

証取得費補助金交付要

当

綱

対象者 市内中小事業

部

者 事業期間 平成２３年

経

度 ～ 平成２６年度

実施

済

方法 ■直営　□委託　

環

□指定管理　■補助・

境

助成　□その他

部

一般会計
エコア

Ｂ

ク

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

シ

年度実績 ２４年度実績

ョ

２５年度実績 ２６年度

ン

計画

【補助金額】 【補

２

助金額】 【補助金額】

１

【補助金額】
　360

認

千円 　776千円 　5

証

94千円 　1,050

取

千円

認証取得に向けた

得

連続講習会と併せて補

費

助事業を実施すること

補

で、中小企業における

助

環境マネジメントシス

事

テム構築を促

成果 進し

業

、省エネ・省資源の取

担

組を広げることができ

当

た。

(できたこと)

効

課

果的な広報をはじめ、

環

実施事業者の増加の工

境

夫が必要。
課題

(でき

推

なか 

 ったこと)

指

進

標名称（単位）
実績値

課

目標値

２３年度 ２４年

款

度 ２５年度 ２６年度 ２

項

８年度

活動  補助事業

目

者数（事業者） 4 6 5

担

7 ―
指標

 
指標

近隣で

当

は豊田市、知立市が実

係

施しており、補助率は

環

同等。
他市との
比較検

境

証

政策係

4



7

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地球温暖化

平

対策は世界的課題とな

成

っており、その推進の

２

・法的業務
高い

ために

６

は市民、事業者、行政

年

が連携して取り組むこ

度

とが重
必要性 ・市民ニ

　

ーズ、社会需要 要であ

刈

る。本事業は、中小企

谷

業の環境対策に関する

市

体系的
・市民生活上必

事

要である　など 取組が

務

大企業に比べ遅れがち

事

であることを踏まえた

業

もので
、産業分野のC

評

O2排出削減のために

価

必要な制度である。
　

シ

環境マネジメントシス

ー

テム導入のプログラム

ト

に併せて補
・コストの

（

節減、費用対効果
普通

様

助制度を実施していく

式

ことは、中小事業者の

２

環境対策の取
効率性 ・

）

執行体制の効率性 組を

会

促進する上で有効な手

計

段と考えられる。
・手

名

段の最適性　など

　導

担

入プログラムと補助制

当

度を市町村が主体とな

部

って実施
・市が主体と

経

なって実施する
高い

す

済

ることで、企業のイン

環

センティブを高めると

境

ともに、企
妥当性 　べ

部

き事業であるか 業同士

一

の情報交換・交流が図

般

られている。総合計画

会

におい
・総合計画との

計

整合性　など て「地球

エ

温暖化対策の推進」の

コ

施策の柱として、市内

ア

事業
所の省エネルギー

ク

の支援が位置づけられ

シ

ている。
　環境マネジ

ョ

メントシステムを導入

ン

した企業においては、

２

施策への ・施策への貢

１

献度
普通

エネルギー使

認

用量の削減、従業員の

証

意識向上などの効果が

取

・目標達成度 得られて

得

いる。しかし、現状で

費

は参加企業数が伸び悩

補

んで
貢献度 ・市民サー

助

ビスへの効果　など お

事

り、事業の効率化のた

業

めにも参加企業数の増

担

加に向けた
打ち手が必

当

要である。

今後の方向

課

性 □拡充　■現状維持

環

　□改善・効率化　□

境

縮小　■終期設定　□

推

休止・廃止

　現状では

進

、平成26年度までの

課

時限措置としている。

款

企業の動向によってそ

項

の後を検討する。

目 担当係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

環

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

境

評
　
価
　
∨

政策係

4 1



員として各グループ毎に活動を実施している。特に川の水質浄化活動は継続して実施されており、この活動に

成果 は小中学生やボランティアが参加することもあり、徐々に広がりつつある。また、市民を募集しての環境講座の実施も拡

(できたこと) 大してきている。その他、わんさか祭りでのブース出展、刈谷駅にグリーンカーテンを設置するなど、普及啓発活動も実

施している。平成25年度には環境支援員第3期生の育成講座を実施し、環境支援員の拡充を図った。

　都合により環境支援員活動を休止する者もいるため、継続的な支援員の募集、人材の発掘が必要である。また、活動を
課題

より充実するため、環境支援員に対するスキルアップ講座等の実施も求められる。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 打合せ会の実施回数（回） 12 12 12 12 12
指標
活動 環境支援員が講師を務める講座等の開催（回） 1 4 5 5 5
指標

安城市に環境に対して専門的、先進的な知識や技術を持つ人を「環境アドバイザー」として小中学校や地域
他市との における学習会等に派遣する環境アドバイザー派遣制度があり、刈谷市の環境支援員もこれ

Ｄ

に近いものを目
比較検

　

証 標としている。

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　

Ｃ

実

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

　

単位：千円
２３年度 ２

　

４年度 ２５年度 ２６年

施

度 ２５年度

（決算） （

　

決算） （決算） （予算

　

） 事業費内訳

事業費　

∨

① 56 36 304 211 合計 303,699 円
報償費 191,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 72,449 円
使用料及び賃借料 40,250 円

一般財源 56 36 304 211

職員人件費　② 2,512 2,476 2,805 2,565

総事業費（①＋②） 2,568 2,512 3,109 2,776

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 都市環

度

境

基本施策 循環型社会

　

・環境保全
施策体系

施

刈

策の内容 循環型社会・

谷

環境保全意識の高揚

目

市

　
　
　
的

　環境意識の

事

高い市民を発掘し、行

務

政と市民

主
た
る
内
容

　

事

環境問題に意識の高い

業

市民を募集し、育成
の

評

中間的役割を果たし、

価

市民への啓発、指導 講

シ

座を実施する。育成講

ー

座で環境に関する幅
を

ト

行うことができる人材

（

を育成する。 広い知識

様

や本市の環境について

式

学び、環境支
援員とし

１

て環境活動に取り組む

）

。

位
置
づ
け

関連計画  

会

根拠法令 刈谷市環境支

計

援員設置要綱

対象者 対

名

象者を限定せず 事業期

担

間 平成２０年度 ～

実施

当

方法 ■直営　□委託　

部

□指定管理　□補助・

経

助成　□その他

済環境部

一般会計

Ｂ

環

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

境

年度実績 ２４年度実績

支

２５年度実績 ２６年度

援

計画

・環境支援員の第

員

1期生と第2 ・毎月定

育

例打合せ会を実施 ・環

成

境支援員第3期生の育

事

成講・毎月定例打合せ

業

会を実施
　期生の合同

担

活動開始 ・わんさかま

当

つり等イベント 　座を

課

実施 ・わんさかまつり

環

等イベント
・活動打合

境

せ会開催 　での環境啓

推

発活動 ・毎月定例打合

進

せ会を実施 　での環境

課

啓発活動
・各グループ

款

による活動 ・市民を対

項

象とした環境講座 ・わ

目

んさかまつり等イベン

担

ト ・市民を対象とした

当

環境講座
・各種イベン

係

ト等での啓発活 　の実

環

施 　での環境啓発活動

境

　の実施
　動 ・刈谷駅

保

で普及啓発を目的と ・

全

市民を対象とした環境

係

講座 ・刈谷駅で普及啓

4

発を目的と
　したグリ

1

ーンカーテンを実 　の

7

実施 　したグリーンカーテンを実
　施 ・刈谷駅で普及啓発を目的と 　施
・市庁舎で希少な水生生物を 　したグリーンカーテンを実 ・外来種対策の実施を検討
　展示 　施

　環境支援



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　近年市民によるまちづくり等の

平

重要性が高まっており

成

、
・法的業務

高い
環境

２

保全活動についても市

６

民主体による活動が求

年

められて
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 いる

　

ことから、活動を担っ

刈

てもらえる市民を育成

谷

していく
・市民生活上

市

必要である　など 必要

事

がある。

　市民目線で

務

の環境保全活動を実施

事

することにより、行政

業

・コストの節減、費用

評

対効果
普通

が実施する

価

ものとは違った成果や

シ

啓発効果が期待できる

ー

。
効率性 ・執行体制の

ト

効率性
・手段の最適性

（

　など

　将来的にはも

様

っと自主的に活動を進

式

められるようになる
・

２

市が主体となって実施

）

する
普通

ことが望まれ

会

るが、そうなるまでに

計

は市でのサポートは必

名

妥当性 　べき事業であ

担

るか 要と考える。
・総

当

合計画との整合性　な

部

ど

　環境支援員の活動

経

は年々拡大してきてお

済

り、市が実施す

施策へ

環

の ・施策への貢献度
普

境

通
る環境講座の講師や

部

、環境支援員が企画し

一

た事業を実施す
・目標

般

達成度 ることにより、

会

環境保全や市民への普

計

及啓発活動に貢献し
貢

環

献度 ・市民サービスへ

境

の効果　など ている。

支

今後の方向性 ■拡充　

援

□現状維持　□改善・

員

効率化　□縮小　□終

育

期設定　□休止・廃止

成

　今後も定期的に環境

事

支援員の育成講座を実

業

施し、環境支援員を拡

担

充していき、将来的に

当

は環境支援員で構成さ

課

れた
団体「刈谷環境支

環

援員の会」がＮＰＯ化

境

するなど、自立組織と

推

なることが望ましい。

進課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 

目

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

担

∧
　
評
　
価
　
∨

当係 環境保全係

4 1 7



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,993 1,700 合計 2,992,500 円
委託料 2,992,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 2,993 1,700

職員人件費　② 0 0 7,013 7,694

総事業費（①＋②） 0 0 10,006 9,394

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 都市

度

環境

基本施策 循環型社

　

会・環境保全
施策体系

刈

施策の内容 循環型社会

谷

・環境保全意識の高揚

市

目
　
　
　
的

　環境への

事

負荷を減らし、次世代

務

に良好な環

主
た
る
内
容

事

　全市域を対象として

業

、市民（家庭）・事業

評

境を引き継ぐことがで

価

きるよう、刈谷市の自

シ

所・学校・地域への取

ー

組・意識調査、各種指

ト

然的社会的条件に応じ

（

、総合的かつ計画的に

様

標の取りまとめ、地域

式

特性や関連施策を把握

１

施策を推進するための

）

計画を策定する。 し、

会

現状分析及び課題整理

計

を行う。
　環境審議会

名

を始めとする計画策定

担

体制を整
え、環境基本

当

計画を改定するための

部

検討を行
う。

位
置
づ
け

経

関連計画 刈谷市環境基

済

本計画

根拠法令 刈谷市

環

環境基本条例

対象者 事

境

業期間 平成２５年度 ～

部

平成２６年度

実施方法

一

□直営　■委託　□指

般

定管理　□補助・助成

会

　□その他

計
環境基本計画策

Ｂ
　
事

定

　
業
　
実
　
績

２３年度

事

実績 ２４年度実績 ２５

業

年度実績 ２６年度計画

担

　 　 ・現況調査 ・環境

当

基本計画の策定
　 　 ・

課

課題整理 ・パブリック

環

コメントの実施
　 　 ・

境

環境将来像、政策の方

推

向性 ・庁内部会、環境

進

審議会の運
　 　 　の作

課

成 　営
　　　――――

款

――― 　　　――――

項

――― ・環境指標と目

目

標の作成
・施策の提示

担

、体系化
・環境基本計

当

画の骨子の作成
・庁内

係

部会、環境審議会の運

環

　営

現況調査や課題整

境

理を経て、環境将来像

政

や環境指標を作成し、

策

環境基本計画の骨子を

係

作成した。

成果

(でき

4

たこと)

課題

(できな

1

か 

 ったこと)

指標

7

名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 計画策定進捗率（％） ― ― 50.0 100.0
指標

指標

他市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　環境基本計画は刈谷市環境基

平

本条例で定めることと

成

され
・法的業務

高い
て

２

おり、また、環境の保

６

全及び創造に関する施

年

策を総合的
必要性 ・市

度

民ニーズ、社会需要 か

　

つ計画的に推進するた

刈

め、必要である。
・市

谷

民生活上必要である　

市

など

　アンケートの実

事

施や会議の運営など、

務

一時的に職員の負
・コ

事

ストの節減、費用対効

業

果
普通

担は増加した。

評

効率性 ・執行体制の効

価

率性
・手段の最適性　

シ

など

　刈谷市の環境行

ー

政の方針を定める計画

ト

であり、市民や事
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

業者の意見を取

式

り入れた計画を策定す

２

ることは重要である
妥

）

当性 　べき事業である

会

か 。
・総合計画との整

計

合性　など

　第7次総

名

合計画における「人が

担

輝く安心快適な産業文

当

化都

施策への ・施策へ

部

の貢献度
高い

市」の実

経

現に向け、環境面にお

済

ける指針となる計画で

環

あり
・目標達成度 、環

境

境施策をより効率的か

部

つ効果的に実施するた

一

めに必要
貢献度 ・市民

般

サービスへの効果　な

会

ど である。

今後の方向

計

性 □拡充　□現状維持

環

　□改善・効率化　□

境

縮小　□終期設定　■

基

休止・廃止

　平成26

本

年度中に第2次刈谷市

計

環境基本計画を策定す

画

る。

策定事

Ｃ
 
　

業

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

担

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境政策係

4 1 7



称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 中小河川調査（回） 4 4 4 4 4
指標
活動 工場排水水質検査（回） 24 24 24 24 24
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,694 3,267 2,901 4,093 合計 2,900,730 円
需用費 38,430 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 373,800 円
委託料 2,488,500 円

一般財源 4,694 3,267 2,901 4,093

職員人件費　② 2,512 2,476 2,455 1,466

総事業費（①＋②） 7,206 5,743 5,356 5,559

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 都市環境

度

基本施策 循環型社会・

　

環境保全
施策体系

施策

刈

の内容 公害の防止

目
　

谷

　
　
的

　水質汚濁状況

市

を把握し、公共用水域

事

の環境

主
た
る
内
容

　市

務

内の主要な中小河川1

事

0地点(年4回)及び

業

洲
保全を図る。 原池の

評

水質調査（年2回）、

価

協定工場等の排水
調査

シ

を実施する。

位
置
づ
け

ー

関連計画 刈谷市環境基

ト

本計画

根拠法令  

対象

（

者 対象者を限定せず 事

様

業期間 ～

実施方法 ■直

式

営　■委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 経済

Ｂ
　
事
　
業

環

　
実
　
績

２３年度実績

境

２４年度実績 ２５年度

部

実績 ２６年度計画

【市

一

内中小河川調査】 【市

般

内中小河川調査】 【市

会

内中小河川調査】 【市

計

内中小河川調査】
10

水

河川及び洲原池におい

質

て実 10河川及び洲原

汚

池において実 10河川

濁

及び洲原池において実

調

10河川及び洲原池に

査

おいて実
施 施 施 施
【工

事

場排水水質検査】 【工

業

場排水水質検査】 【工

担

場排水水質検査】 【工

当

場排水水質検査】
協定

課

工場28社31工場内

環

24工場 協定工場28

境

社31工場内24工場

推

協定工場28社31工

進

場内24工場 協定工場

課

28社31工場内24

款

工場
において実施 にお

項

いて実施 において実施

目

において実施

　水質に

担

関しては県の所管事項

当

であるが、「刈谷市の

係

環境」にて測定結果を

環

公表している。蓄積さ

境

れたデータの経年比較

保

成果 により、市として

全

も独自に現状の河川の

係

水質汚濁状況を把握す

4

ることができた。

(で

1

きたこと)

　中小河川

7

の水質汚濁状況の改善傾向が見られる河川もあるが、汚濁度の高い河川もあり、宅地化に伴う生活排水による
課題

影響が見受けられるため、対策を講ずる必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名



地盤沈下は確認されておらず、現状業務において大きな課題は見受けられない。
課題

・なお、問題が発生した場合は、所管官庁である愛知県と連携して対応を行っていく。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 地下水位測定回数（回） 24 24 24 24 24
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 300 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 300

職員人件費　② 2,512 2,476 2,455 2,565

総事業費（①＋②） 2,512 2,476 2,455 2,865

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 都市環境

基本施策 循

　

環型社会・環境保全
施

刈

策体系
施策の内容 公害

谷

の防止

目
　
　
　
的

　地

市

盤沈下の動向を監視し

事

て地盤の変動状況

主
た

務

る
内
容

　定常的な業務

事

として、地盤沈下の状

業

況を把
を把握するとと

評

もに、土壌汚染が判明

価

した際 握するために、

シ

毎月1回、市内2箇所

ー

の深井戸
に正確な状況

ト

把握をすることで、環

（

境保全に で静水位の測

様

定を行う。
努める。 　

式

臨時的な業務として、

１

土壌汚染判明時の状
況

）

を把握するために、土

会

壌（1地点）における

計

調査測定を行う。

位
置

名

づ
け

関連計画 刈谷市環

担

境基本計画

根拠法令  

当

対象者 対象者を限定せ

部

ず 事業期間 ～

実施方法

経

■直営　■委託　□指

済

定管理　□補助・助成

環

　□その他

境部

一般会計
土壌

Ｂ
　
事

汚

　
業
　
実
　
績

２３年度

染

実績 ２４年度実績 ２５

・

年度実績 ２６年度計画

地

【地盤沈下】 【地盤沈

盤

下】 【地盤沈下】 【地

沈

盤沈下】
　市内2箇所

下

を毎月測定。 　市内2

調

箇所を毎月測定。 　市

査

内2箇所を毎月測定。

事

　市内2箇所を毎月測

業

定。
【土壌汚染】 【土

担

壌汚染】 【土壌汚染】

当

【土壌汚染】
　測定実

課

績なし。 　測定実績な

環

し。 　測定実績なし。

境

　深刻な汚染が判明又

推

は発生
した場合に測定

進

を実施。

・土壌汚染・

課

地盤沈下ともに県の所

款

管事項である中で、土

項

壌汚染については、深

目

刻な汚染状況が判明し

担

た場合に刈谷市独

成果

当

自に地下水への影響等

係

を追加調査できるよう

環

予算を確保し、有事に

境

備えた。

(できたこと

保

) ・地盤沈下について

全

は、愛知県からの委託

係

を受け市内2箇所の井

4

戸水位を継続的に測定

1

した。

・深刻な土壌汚

7

染・地盤沈下は発生しなかったため測定実績はなし。

・現状において、深刻な土壌汚染、



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 273 200 186 270 合計 185,850 円
委託料 185,850 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 273 200 186 270

職員人件費　② 1,077 1,061 1,052 1,099

総事業費（①＋②） 1,350 1,261 1,238 1,369

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 循環型

　

社会・環境保全
施策体

刈

系
施策の内容 公害の防

谷

止

目
　
　
　
的

　近年、

市

問題となっているダイ

事

オキシン類の

主
た
る
内

務

容

　大気の一般環境調

事

査として、1地点、年

業

4回
環境を調査、把握

評

し、環境保全に努める

価

。 調査を行い、現状を

シ

把握する。
　水質の一

ー

般環境調査として、1

ト

地点、年2回
調査を行

（

い、現状を把握する。

様

　なお、市独自の調査

式

としては、水質の1地

１

点
年1回調査のみであ

）

り、他はすべて愛知県

会

が実
施している。

位
置

計

づ
け

関連計画 刈谷市環

名

境基本計画

根拠法令  

担

対象者 対象者を限定せ

当

ず 事業期間 平成１１年

部

度 ～

実施方法 ■直営　

経

■委託　□指定管理　

済

□補助・助成　□その

環

他

境部

一般会計
ダイ

Ｂ
　
事
　
業
　
実

オ

　
績

２３年度実績 ２４

キ

年度実績 ２５年度実績

シ

２６年度計画

【調査結

ン

果】 【調査結果】 【調

類

査結果】 【委託先】
異

調

常なし 異常なし 異常な

査

し 外部委託

　ダイオキ

事

シン類調査については

業

県の所管事項である。

担

取得したデータは県へ

当

の報告資料としている

課

ほか、「刈谷市の環

成

環

果 境」にて公表してい

境

る。蓄積されたデータ

推

の経年比較により、市

進

としても独自に現状の

課

ダイオキシン類汚染状

款

況を把握す

(できたこ

項

と) ることができる。

目

　測定地点においてす

担

べて基準値以下であり

当

、現状で大きな課題は

係

見受けられない。
課題

環

　今後も継続的に調査

境

を行っていく。
(でき

保

なか 

 ったこと)

指

全

標名称（単位）
実績値

係

目標値

２３年度 ２４年

4

度 ２５年度 ２６年度 ２

1

８年度

活動 調査回数（

7

回） 1 1 1 1 1
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 500 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 500

職員人件費　② 2,512 2,830 2,805 2,198

総事業費（①＋②） 2,512 2,830 2,805 2,698

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 都市環境

基本

度

施策 循環型社会・環境

　

保全
施策体系

施策の内

刈

容 公害の防止

目
　
　
　

谷

的

　公害の原因となる

市

事業所の悪臭を測定し

事

、

主
た
る
内
容

　公害の

務

原因となる事業所の臭

事

気指数分析を
状況を把

業

握することで、悪臭発

評

生を防止し、 行う。
市

価

民の生活環境を保全す

シ

る。

位
置
づ
け

関連計画

ー

刈谷市環境基本計画

根

ト

拠法令 悪臭防止法

対象

（

者 対象者を限定せず 事

様

業期間 ～

実施方法 ■直

式

営　■委託　□指定管

１

理　□補助・助成　■

）

その他

会計名 担当部 経済

Ｂ
　
事
　
業

環

　
実
　
績

２３年度実績

境

２４年度実績 ２５年度

部

実績 ２６年度計画

【悪

一

臭測定】 【悪臭測定】

般

【悪臭測定】 【悪臭測

会

定】
　測定委託実績な

計

し。   測定委託実績

悪

なし。　   測定委託

臭

実績なし。　 　必要に

調

応じ実施。

　計量事業

査

者による測定に至る前

事

に、早期の現場対応、

業

指導により問題解決を

担

図った。また、深刻な

当

ケースには専門的な

成

課

果 測定ができるよう、

環

対応体制を整えた。

(

境

できたこと)

　騒音・

推

振動と比較して、発生

進

源及び対策案の絞込み

課

が困難であったり、風

款

向き等による状況変化

項

が激しい等の側面があ

目

課題
る。そのため、測

担

定を行って単純に規制

当

値内の適否を判断する

係

ことは、必ずしも問題

環

解決につながらない場

境

合が想定され
(できな

保

か 
るため、測定の実

全

施については慎重を期

係

す必要がある。
 った

4

こと)

指標名称（単位

1

）
実績値 目標値

２３年

7

度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 悪臭測定回数（回） 0 0 0 2 2
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 118 795 872 972 合計 871,500 円
役務費 441,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 430,500 円

一般財源 118 795 872 972

職員人件費　② 718 1,061 1,052 1,099

総事業費（①＋②） 836 1,856 1,924 2,071

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 都市環

度

境

基本施策 循環型社会

　

・環境保全
施策体系

施

刈

策の内容 公害の防止

目

谷

　
　
　
的

　騒音、振動

市

測定により公害防止に

事

努める。

主
た
る
内
容

　

務

公害の原因となる事業

事

所の騒音・振動の調
　

業

査測定を行う。
　計量

評

法に基づき、騒音・振

価

動関係機器の検
定を行

シ

う。

位
置
づ
け

関連計画

ー

刈谷市環境基本計画

根

ト

拠法令 騒音・振動規制

（

法及び県民の生活環境

様

の保全等に関する条例

式

、計量法

対象者 対象者

１

を限定せず 事業期間 平

）

成２３年度 ～

実施方法

会

■直営　■委託　□指

計

定管理　□補助・助成

名

　□その他

担当部 経済環境部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２３年度

般

実績 ２４年度実績 ２５

会

年度実績 ２６年度計画

計

・騒音計の検定を実施

騒

　　1回・レベルレコ

音

ーダーの検定を ・環境

・

騒音観測装置の検定　

振

・騒音・振動測定業務

動

委託　
・騒音測定業務

調

委託　　　1回　実施

査

　　　　　　　　　1

事

回　　　　　　　　　

業

　　　1回　　　　　

担

　　　　　　　1回
・

当

自動車騒音常時監視に

課

係る ・自動車騒音常時

環

監視に係る ・自動車騒

境

音常時監視に係る
　面

推

的評価業務　　　　　

進

1回　面的評価業務　

課

　　 　 1回　面的

款

評価業務　　　　  

項

1回
・騒音測定業務委

目

託    　1回

　計

担

画的に測定調査を行う

当

ことで、市の騒音・振

係

動の状況について把握

環

することができた。

成

境

果

(できたこと)

　特

保

になし。
課題

(できな

全

か 

 ったこと)

指標

係

名称（単位）
実績値 目

4

標値

２３年度 ２４年度

1

２５年度 ２６年度 ２８

7

年度

活動 騒音・振動測定業務（回） 1 1 0 2 2
指標
活動 自動車騒音常時監視に係る面的評価業務（回） ― 1 1 1 1
指標

　
他市との
比較検証



参加者数（人） 520 551 298 600 600
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 120 74 23 164 合計 23,142 円
報償費 19,992 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 3,150 円

一般財源 120 74 23 164

職員人件費　② 3,230 1,415 701 1,466

総事業費（①＋②） 3,350 1,489 724 1,630

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 都市環

度

境

基本施策 低炭素社会

　

施策体系
施策の内容 環

刈

境意識の高揚

目
　
　
　

谷

的

　環境教育のひとつ

市

の場として、市民の環

事

境

主
た
る
内
容

　刈谷わ

務

んさか祭り等の開催に

事

合わせて環境
に対する

業

意識高揚を図る。 フェ

評

アを実施し、市民の環

価

境に対する意識高
揚を

シ

図る。

位
置
づ
け

関連計

ー

画 刈谷市環境基本計画

ト

根拠法令 温暖化対策推

（

進法

対象者 対象者を限

様

定せず 事業期間 ～

実施

式

方法 ■直営　□委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 経済

Ｂ

環

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

境

年度実績 ２４年度実績

部

２５年度実績 ２６年度

一

計画

環境ブース設営 環

般

境ブース設営 環境ブー

会

ス設営 環境ブース設営

計

【内容】 【内容】 【内

環

容】 【内容】
・缶バッ

境

ジづくり ・エコポイン

フ

トＰＲ ・エコポイント

ェ

ＰＲ ・エコポイントＰ

ア

Ｒ
・アクリルたわし作

啓

り ・エコチャレ21（

発

手回し発電 ・アクリル

事

たわし作り ・アクリル

業

たわし作り
・打ち水大

担

作戦 などの体験） ・環

当

境キャラクターの着ぐ

課

る ・環境キャラクター

環

の着ぐる
・環境キャラ

境

クターの着ぐる ・アク

推

リルたわし作り みによ

進

る啓発活動 みによる啓

課

発活動
みによる啓発活

款

動 ・環境キャラクター

項

の着ぐる
みによる啓発

目

活動

　アクリルたわし

担

作りを通した水質浄化

当

啓発、環境キャラクタ

係

ーとのエコ宣言活動を

環

通し、主に子どもを対

境

象に楽しんで

成果 もら

政

いながら、環境意識の

策

向上を図った。

(でき

係

たこと)

　毎年度同じ

4

内容の活動ではなく、

1

より効果的な啓発媒体

7

がないか検討する必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 実施回数（回） 1 1 1 1 1
指標
成果



化される予定であり、今まで以上に下水道部局との連携が必要となる。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 補助件数(件) 25 37 35 40 40
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,632 12,264 11,444 20,926 合計 11,444,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 7,428 3,897 6,062 11,160 交付金 11,444,000 円

一般財源 1,204 8,367 5,382 9,766

職員人件費　② 2,154 2,122 2,104 1,832

総事業費（①＋②） 10,786 14,386 13,548 22,758

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 循環型社会形成推進交付金（
国）

２７年度以降の事業費見込 0 浄化槽設置費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 循環型社会・環境保

刈

全
施策体系

施策の内容

谷

循環型社会・環境保全

市

意識の高揚

目
　
　
　
的

事

　公共用水域の水質汚

務

濁を防止し生活環境の

事

主
た
る
内
容

　生活排水

業

処理対策として、下水

評

道法第4条第
保全を図

価

る。 1項に基づき策定

シ

された事業計画に定め

ー

られた
予定処理区域以

ト

外の地域に合併処理浄

（

化槽を
設置する方に、

様

国、県、市が協力して

式

補助金
を交付する。

位

１

置
づ
け

関連計画 刈谷知

）

立地域循環型社会形成

会

推進地域計画

根拠法令

計

刈谷市合併処理浄化槽

名

設置整備事業補助金交

担

付要綱

対象者 主たる内

当

容参照 事業期間 平成１

部

７年度 ～

実施方法 ■直

経

営　□委託　□指定管

済

理　■補助・助成　□

環

その他

境部

一般会計
合併

Ｂ
　
事
　
業

処

　
実
　
績

２３年度実績

理

２４年度実績 ２５年度

浄

実績 ２６年度計画

【補

化

助単価】 【補助単価】

槽

【補助単価】 【補助単

設

価】
5人槽31万円 5

置

人槽31万円 5人槽3

整

1万円 5人槽31万円

備

7人槽36万円 7人槽

補

36万円 7人槽36万

助

円 7人槽36万円
10

事

人槽45万4千円 10

業

人槽45万4千円 10

担

人槽45万4千円 10

当

人槽45万4千円
【補

課

助件数】 【補助件数】

環

【補助件数】 【補助件

境

数見込み】
25件 37

推

件 35件 40件
【交付

進

総額】 【交付総額】 【

課

交付総額】 【交付総額

款

】
8,632千円 12

項

,264千円 11,4

目

44千円 13,638

担

千円

　交付金の要望額

当

を調整し、事業計画に

係

準じた交付事務を行う

環

ことができた。市内河

境

川の調査においても水

保

質汚濁状況の

成果 改善

全

傾向が見られる河川が

係

あることから、水質汚

4

濁防止及び公衆衛生の

1

向上を図ることができ

7

た。

(できたこと)

　今後、認可区域が細分



果

(できたこと)

　ＨＶの車種が多種多様に増えているほか、ＥＶやＰＨＶの車種も増加していく中で、補助対象とする低公害車の概念に
課題

ついて、随時見直す必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 補助件数（件） 1,152 1,446 1,302 1,400 1,500
指標

指標
　他市と比較して手厚い補助となっており、特にＥＶ、ＰＨＶに対する15万円の補助は、本市と豊田市のみ

他市との である。（豊田市については、車両本体価格の5％で上限15万円）。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 115,420 81,200 68,400 87,000 合計 68,400,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 68,400,000 円

一般財源 115,420 81,200 68,400 87,000

職員人件費　② 2,871 2,830 3,507 4

Ｄ

,030

総事業費（①

　

＋②） 118,291

　

84,030 71,9

　

07 91,030

建
設

Ｏ

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２５年度特

　

定財源名称

２５年度迄

∧

の累積事業費 0

２７年

　

度以降の事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 低炭素

　

社会
施策体系

施策の内

刈

容 地球温暖化対策の推

谷

進

目
　
　
　
的

　低公害

市

車の導入を促進するこ

事

とにより、二

主
た
る
内

務

容

　低公害車を購入す

事

る個人及び事業者に対

業

し
酸化炭素の排出削減

評

を図り、地球温暖化を

価

防 て、当該自動車本体

シ

の購入経費を補助する

ー

。
止する。

位
置
づ
け

関

ト

連計画 刈谷市環境基本

（

計画、刈谷市地球温暖

様

化対策地域推進計画

根

式

拠法令 刈谷市低公害車

１

購入費補助金交付要綱

）

対象者 主たる内容参照

会

事業期間 平成１１年度

計

～

実施方法 ■直営　□

名

委託　□指定管理　■

担

補助・助成　□その他

当部 経済環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２３年度実績 ２４年

計

度実績 ２５年度実績 ２

低

６年度計画

【補助単価

公

】 【補助単価】 【補助

害

単価】 【補助単価】
平

車

成23年3月31日ま

購

での登録車平成24年

入

3月31日までの登録

費

車15万円(ＰＨＶ、

補

ＥＶ) 平成26年3月

助

31日までの登録車
1

事

2万円 10万円 5万円

業

(天然ガス自動車、Ｈ

担

Ｖ)15万円（ＰＨＶ

当

、ＥＶ）
平成23年4

課

月1日以降の登録車 平

環

成24年4月1日以降

境

の登録車 【補助件数】

推

1,302件 平成26

進

年4月1日以降の登録

課

車
10万円 15万円(

款

ＰＨＶ、ＥＶ) 【交付

項

総額】68,400千

目

円 車両本体価格の10

担

％
【補助件数】1,1

当

52件 5万円(天然ガ

係

ス自動車、ＨＶ) ただ

環

し上限30万円（千円

境

未満
【交付総額】11

保

5,420千円 【補助

全

件数】1,446件 切

係

り捨て）
【交付総額】

4

81,200千円 15

1

万円（事業用ＰＨＶ、

7

事業
用ＥＶ）
5万円(天然ガス自動車、ＨＶ)

　市域の低公害車の普及を促進することで、地球温暖化防止に努めることができた。

成



4

などを踏まえて
課題

補

1

助単価の変更を検討す

7

る必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 エネファーム申請件数（件） 19 25 34 40 50
指標

 
指標

　近隣市でエネファームへの補助を実施しているのは、一宮市、岡崎市、春日井市、豊田市、日進市、みよ
他市との し市及び東浦町などであるが、刈谷市は、みよし市の15万円に次ぐ手厚いものとなっている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,900 2,500 3,400 4,000 合計 3,400,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,400,000 円

一般財源 1,900 2,500 3,400 4,000

職員人件費　② 1,077 1,061 1,052 366

総事業費（①＋②） 2,977 3,561 4,452 4,366

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

　

境

基本施策 低炭素社会

刈

施策体系
施策の内容 地

谷

球温暖化対策の推進

目

市

　
　
　
的

　地球温暖化

事

防止の一環として、市

務

民の省エ

主
た
る
内
容

　

事

高効率エネルギーシス

業

テムを設置しようと
ネ

評

ルギー対策を支援し、

価

大気環境の改善に寄 す

シ

る市民に対し、補助金

ー

を交付して普及を図
与

ト

する。 る。
※高効率エ

（

ネルギーシステムとは

様

、経済産業
省の行う補

式

助制度において補助事

１

業者として
採択された

）

民間団体等が補助対象

会

としている
燃料電池コ

計

ージェネレーションシ

名

ステムをい
う。

位
置
づ

担

け

関連計画 刈谷市環境

当

基本計画、刈谷市環境

部

都市アクションプラン

経

根拠法令 刈谷市高効率

済

エネルギーシステム設

環

置費補助金交付要綱

対

境

象者 システムを購入、

部

設置した市民 事業期間

一

平成１７年度 ～

実施方

般

法 ■直営　□委託　□

会

指定管理　■補助・助

計

成　□その他

高効率エネルギー

Ｂ
　

シ

事
　
業
　
実
　
績

２３年

ス

度実績 ２４年度実績 ２

テ

５年度実績 ２６年度計

ム

画

【対象機器と補助額

設

】 【対象機器と補助額

置

】 【対象機器と補助額

費

】 【対象機器と補助額

補

】
エネファーム 10

助

0,000円 エネファ

事

ーム 100,000

業

円 エネファーム 10

担

0,000円 エネファ

当

ーム 100,000

課

円
【申請見込】 【申請

環

見込】 【申請見込】 【

境

申請見込】
エネファー

推

ム　19件 エネファー

進

ム　25件 エネファー

課

ム 34件 エネファー

款

ム 40件

　高効率だ

項

が高価なシステムにつ

目

いて、補助金を交付す

担

ることで家庭における

当

普及促進を図ることが

係

できた。

成果

(できた

環

こと)

　定量的な導入

境

目標と制度終期の設定

政

。また、導入状況、シ

策

ステム平均価格、他市

係

の動向、普及促進効果



4

る新エネルギー導入と

1

して太陽熱利用システ

7

ムの一定程度の普及促進ができた。

成果

(できたこと)

　定量的な導入目標と制度終期の設定。また、導入状況、システム平均価格、他市の動向、普及促進効果などを踏まえて
課題

補助単価の変更を検討する必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 申請件数（件） 4 8 9 10 15
指標

 
指標

　近隣市で補助を実施しているのは、名古屋市、春日井市、安城市、蒲郡市、小牧市、新城市、知立市、扶
他市との 桑町及び東浦町であるが、刈谷市は、知立市の8万円に次ぐ手厚いものとなっている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 150 275 250 500 合計 250,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 250,000 円

一般財源 150 275 250 500

職員人件費　② 1,077 1,061 1,052 366

総事業費（①＋②） 1,227 1,336 1,302 866

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

　

境

基本施策 低炭素社会

刈

施策体系
施策の内容 地

谷

球温暖化対策の推進

目

市

　
　
　
的

　環境基本計

事

画及び環境都市アクシ

務

ョンプラ

主
た
る
内
容

　

事

地球温暖化防止のため

業

、省エネルギー対策
ン

評

の趣旨にのっとり、新

価

エネルギーの積極利 の

シ

一つとして太陽熱利用

ー

システムを設置しよ
用

ト

による環境負荷の少な

（

い社会を形成してい う

様

とする市民に対し、補

式

助金を交付し普及を
く

１

ことで、地球温暖化を

）

防止する。 図る。

位
置

会

づ
け

関連計画 刈谷市環

計

境基本計画、刈谷市環

名

境都市アクションプラ

担

ン

根拠法令 刈谷市住宅

当

用太陽熱利用システム

部

設置費補助金交付要綱

経

対象者 システムを購入

済

、設置した市民 事業期

環

間 平成１８年度 ～

実施

境

方法 ■直営　□委託　

部

□指定管理　■補助・

一

助成　□その他

般会計
住宅用太陽

Ｂ

熱

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

利

年度実績 ２４年度実績

用

２５年度実績 ２６年度

シ

計画

【対象】 【対象】

ス

【対象】 【対象】
強制

テ

循環型システム 強制循

ム

環型システム 強制循環

設

型システム 強制循環型

置

システム
空気集熱型シ

費

ステム 空気集熱型シス

補

テム 空気集熱型システ

助

ム 空気集熱型システム

事

自然循環型システム 自

業

然循環型システム 自然

担

循環型システム 自然循

当

環型システム
【補助金

課

額】 【補助金額】 【補

環

助金額】 【補助金額】

境

強制循環型及び空気集

推

熱型シ 強制循環型及び

進

空気集熱型シ 強制循環

課

型及び空気集熱型シ 強

款

制循環型及び空気集熱

項

型シ
ステム　　5万円

目

ステム　　5万円 ステ

担

ム　　5万円 ステム　

当

　5万円
自然循環型シ

係

ステム　2.5万円自

環

然循環型システム　2

境

.5万円自然循環型シ

政

ステム　2.5万円自

策

然循環型システム　2

係

.5万円

　家庭におけ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 48 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 20

一般財源 0 0 0 28

職員人件費　② 1,077 1,061 1,052 1,099

総事業費（①＋②） 1,077 1,061 1,052 1,147

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 放置車処理費収入

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

都市環境

基本施策 循環

　

型社会・環境保全
施策

刈

体系
施策の内容 循環型

谷

社会・環境保全意識の

市

高揚

目
　
　
　
的

　放置

事

自動車に対し廃物判定

務

等を行うことに

主
た
る

事

内
容

　公共用地に放置

業

された自動車について

評

、廃
より、公共の場所

価

の機能の保全を図ると

シ

とも 物判定委員会にお

ー

いて廃物判定を行い適

ト

正に
に、良好な都市環

（

境の形成に資する。 処

様

理する。
　廃物判定委

式

員会は、年4回開催す

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

 

根拠法令 刈谷市放置

会

自動車の発生の防止及

計

び適正な処理に関する

名

条例

対象者 対象者を限

担

定せず 事業期間 平成１

当

５年度 ～

実施方法 ■直

部

営　□委託　□指定管

経

理　□補助・助成　□

済

その他

環境部

一般会計
放

Ｂ
　
事
　
業

置

　
実
　
績

２３年度実績

自

２４年度実績 ２５年度

動

実績 ２６年度計画

放置

車

自動車廃物判定委員会

廃

　2放置自動車廃物判

物

定委員会　3放置自動

判

車廃物判定委員会　2

定

放置自動車廃物判定委

等

員会　4
回実施 回開催

事

回開催 回開催（予定）

業

　平成25年度中に、

担

新規発見の放置自動車

当

17台、前年度未処理

課

分17台に対し24台

環

の放置自動車を適正に

境

処理した。

成果

(でき

推

たこと)

　放置自動車

進

の発生抑制に対する効

課

果的な啓発方法の検討

款

が必要。
課題

(できな

項

か 

 ったこと)

指標

目

名称（単位）
実績値 目

担

標値

２３年度 ２４年度

当

２５年度 ２６年度 ２８

係

年度

活動 廃物判定委員

環

会依頼件数（件） 3 1

境

0 4 5 5
指標
成果 発見

保

から処理に要した平均

全

期間（日） 53 103

係

34 50 50
指標

 
他

4

市との
比較検証

1 7



ング、生ごみ堆肥 コ・クッキング、生ごみ堆肥 づくり、手あみ布ぞうりの各
づくりの各講座、水生生物調 づくり、手あみ布ぞうりの各 講座、水生生物調査
査、施設見学会 講座、水生生物調査

　グリーンカーテンづくりは緑に囲まれた環境整備を通して、水生生物調査は市内の河川における水質汚濁度を把握する

成果 ことを通して、子どもたちの環境意識の高揚を図っている。エコ・クッキング講座や施設見学会などの環境講座は親子で

(できたこと) 参加することで、家族で省エネや地球温暖化について考えるきっかけづくりができた。

　水生生物調査については、新規に参加する小学校がないため、ＰＲ方法について検討が必要。また、市民が興味を持ち
課題

参加したくなるような内容の講座を引き続き検討・実施していく必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 水生生物調査応募校数（校） 2 4 3 5 5
指標
成果 グリーンカーテン実施校数（校） 50 51 52 52 52
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４

Ｄ

年度 ２５年度 ２６年度

　

２５年度

（決算） （決

　

算） （決算） （予算）

　

事業費内訳

事業費　①

Ｏ

1,328 1,379

　

1,398 2,322

　

合計 1,398,23

∧

5 円
報償費 52,0

　

00 円

財
　
源

特定財

　

源 0 0 700 1,59

実

1 需用費 1,334,

　

035 円
使用料及び

　

賃借料 12,200 

施

円

一般財源 1,328

　

1,379 698 73

　

1

職員人件費　② 3,

∨

589 1,768 1,403 1,466

総事業費（①＋②） 4,917 3,147 2,801 3,788

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 あいち森と緑づくり環境活動
・学習推進事業交付金（県）

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 都市環境

基本施策 低

　

炭素社会
施策体系

施策

刈

の内容 環境意識の高揚

谷

目
　
　
　
的

　環境に対

市

する意識の高揚を図る

事

ため、学校

主
た
る
内
容

務

　小学校等におけるグ

事

リーンカーテンづくり

業

等における環境教育・

評

学習を促進し、グリー

価

を支援するために資材

シ

を提供する。水生生物

ー

ンカーテンづくり等の

ト

支援を行うとともに、

（

調査、エコ・クッキン

様

グ、生ごみ堆肥づくり

式

環境に関する講座等を

１

開催し、市民の環境問

）

などの各種環境教育講

会

座を実施する。
題への

計

関心や意識を高める。

名

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

担

市環境基本計画

根拠法

当

令  

対象者 対象者を限

部

定せず 事業期間 平成１

経

８年度 ～

実施方法 ■直

済

営　□委託　□指定管

環

理　□補助・助成　□

境

その他

部

一般会計
環境教

Ｂ
　
事
　
業

育

　
実
　
績

２３年度実績

実

２４年度実績 ２５年度

践

実績 ２６年度計画

【グ

事

リーンカーテンづくり

業

】 【グリーンカーテン

担

づくり】 【グリーンカ

当

ーテンづくり】 【グリ

課

ーンカーテンづくり】

環

全幼稚園・全保育園 全

境

幼稚園、全保育園 全幼

推

稚園、全保育園 全幼稚

進

園、全保育園
全小学校

課

・中学校5校 全小学校

款

、全中学校 全小学校、

項

全中学校 全小学校、全

目

中学校
【水生生物調査

担

】 【水生生物調査】 【

当

水生生物調査】 【水生

係

生物調査】小学校5校

環

衣浦小 72人（逢妻

境

川） 小学校4校 14

政

2人 小学校3校 21

策

7人 【環境講座（市民

係

対象）】
亀城小108

4

人（逢妻川） 【環境講

1

座（市民対象）】 【環

7

境講座（市民対象）】

環

グリーンカーテンづく

境

り、エ
【環境副読本】

保

グリーンカーテンづく

全

り、エ グリーンカーテ

係

ンづくり、エ コ・クッキング、生ごみ堆肥
全小学校4年生に1,800冊配付 コ・クッキ



目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 グリーンカーテンコンテスト参加者数（人） 379 303 229 400 400
指標
成果 エコライフデー参加者数（人） 11,080 11,675 11,505 11,600 12,000
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 870 954 525 1,079 合計 525,396 円
報償費 42,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 300 200 需用費 483,396 円

一般財源 870 954 225 879

職員人件費　② 3,230 4,598 4,559 6,595

総事業費（①＋②） 4,100 5,552 5,084 7,674

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 あいち森と緑づくり環境活動
・学習推進事業交付金（県）

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 都

度

市環境

基本施策 低炭素

　

社会
施策体系

施策の内

刈

容 地球温暖化対策の推

谷

進

目
　
　
　
的

　家庭な

市

どにおける地球温暖化

事

防止のための

主
た
る
内

務

容

　家庭でできる地球

事

温暖化対策として、省

業

エ
取組を支援すること

評

で啓発を行う。 ネ啓発

価

機器（省エネナビ、ワ

シ

ットアワーメー
ター、

ー

エコドライブナビ）の

ト

貸出しやグリー
ンカー

（

テンコンテストを実施

様

する。

位
置
づ
け

関連計

式

画 刈谷市環境都市アク

１

ションプラン

根拠法令

）

地球温暖化対策の推進

会

に関する法律

対象者 市

計

民 事業期間 平成２０年

名

度 ～

実施方法 ■直営　

担

□委託　□指定管理　

当

□補助・助成　□その

部

他

経済環境部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２３年度実績 ２４

地

年度実績 ２５年度実績

球

２６年度計画

【グリー

温

ンカーテンコンテス 【

暖

グリーンカーテンコン

化

テス 【グリーンカーテ

対

ンコンテス 【グリーン

策

カーテンコンテス
ト】

推

ト】 ト】 ト】
　　参加

進

者379人 　　参加者

事

303人 　　参加者2

業

29人 　　参加者40

担

0人
【啓発機器】 【啓

当

発機器】 【啓発機器】

課

【啓発機器】
　　貸出

環

申請22件 　　貸出申

境

請8件 　　貸出申請3

推

件 　　貸出申請10件

進

【エコライフデー】 【

課

エコライフデー】 【エ

款

コライフデー】 【エコ

項

ライフデー】
　　参加

目

者11,080人 　　

担

参加者11,675人

当

　　参加者11,50

係

5人 　　参加者11,

環

600人

　各事業の実

境

施により、個人や家庭

政

で取り組める身近な省

策

エネ行動の啓発やその

係

効果の見える化を行い

4

、取組の継続・発

成果

1

展を図った。

(できた

7

こと)

　参加者の拡充を図るための、効果的な周知方法について検討が必要。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値



1 7

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,800 17,200 合計 3,800,000 円
工事請負費 3,800,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 11,030

一般財源 0 0 3,800 6,170

職員人件費　② 0 0 701 733

総事業費（①＋②） 0 0 4,501 17,933

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 次世代自動車充電インフラ整
備促進事業補助金（平成26年

２７年度以降の事業費見込 0 度歳入）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

６

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

　

基本施策 低炭素社会
施

刈

策体系
施策の内容 地球

谷

温暖化対策の推進

目
　

市

　
　
的

　ＥＶ（電気自

事

動車）・ＰＨＶ（プラ

務

グイン

主
た
る
内
容

　市

事

内11公共施設へのＥ

業

Ｖ・ＰＨＶ用普通充
ハ

評

イブリッド自動車）の

価

普及を促進すること 電

シ

設備の新規設置。
で、

ー

地球温暖化及び大気汚

ト

染の防止を図る。 ○充

（

電器の購入、設置
　国

様

の補助制度（次世代自

式

動車充電インフラ ○付

１

帯設備（案内看板、車

）

止め等）
整備促進事業

会

）を活用して、充電設

計

備の整備
を図る。

位
置

名

づ
け

関連計画

根拠法令

担

次世代自動車充電イン

当

フラ整備促進事業補助

部

金交付規定

対象者 対象

経

者を限定せず 事業期間

済

平成２５年度 ～ 平成２

環

６年度

実施方法 ■直営

境

　□委託　□指定管理

部

　□補助・助成　□そ

一

の他

般会計
公共施設Ｅ

Ｂ
　
事
　
業
　

Ｖ

実
　
績

２３年度実績 ２

・

４年度実績 ２５年度実

Ｐ

績 ２６年度計画

　 　 補

Ｈ

助金交付申請実施 平成

Ｖ

26年5月1日充電設

充

備運用
　 　 充電設備整

電

備工事開始 開始
　 　 平

設

成26年度中に整備事

備

業完了
　 　
　　　――

整

――――― 　　　――

備

―――――

　平成26

事

年5月1日の運用開始

業

に向けて、補助金の申

担

請等を行った。

成果

(

当

できたこと)

　利用者

課

の拡充を図るため、効

環

果的な周知方法につい

境

て検討が必要。
課題

(

推

できなか 

 ったこと

進

)

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２３年度 ２

款

４年度 ２５年度 ２６年

項

度 ２８年度

成果 利用登

目

録件数（件） ― ― ― 5

担

0 ―
指標

指標
　近隣で

当

は大府市が設置済み。

係

他市との
比較検証

環境政策係

4



２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 集団回収による資源回収量（t） 3,443 3,532 3,432 3,600 3,700
指標

 
指標

  
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,118 23,774 23,108 25,000 合計 23,108,414 円
報償費 23,108,414 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 23,118 23,774 23,108 25,000

職員人件費　② 1,795 1,768 1,403 733

総事業費（①＋②） 24,913 25,542 24,511 25,733

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 都市

度

環境

基本施策 循環型社

　

会・環境保全
施策体系

刈

施策の内容 ごみの減量

谷

化

目
　
　
　
的

　ごみの

市

減量化と資源の再利用

事

を推進するた

主
た
る
内

務

容

　古紙類・布類・金

事

属類の回収量に応じて

業

報
め、市民団体が行う

評

集団回収活動に対して

価

報 償金を交付する。
償

シ

金を交付することによ

ー

り、活動の活性化を 　

ト

報償金の額は1kg当

（

たり6円（条件付加算

様

額1
図り、もって快適

式

な生活環境の実現向上

１

に資 円/㎏）ただし、

）

回収業者が対象品目を

会

逆有償
する。 で引き取

計

る場合は、回収量1㎏

名

につき最高4円
まで報

担

償金を加算する。

位
置

当

づ
け

関連計画  

根拠法

部

令 刈谷市資源回収奨励

経

報償金交付要綱

対象者

済

資源回収実施団体へ登

環

録している団体 事業期

境

間 平成２年度 ～

実施方

部

法 ■直営　□委託　□

一

指定管理　■補助・助

般

成　□その他

会計
資源回収奨励

Ｂ
　

報

事
　
業
　
実
　
績

２３年

償

度実績 ２４年度実績 ２

事

５年度実績 ２６年度計

業

画

実施団体数　   

担

  126団体 実施団

当

体数　     12

課

6団体 実施団体数　 

環

    126団体 総

境

回収量　　 3,50

推

0,000㎏
総回収量

進

　　 3,443,2

課

66㎏ 総回収量　　 

款

3,532,251㎏

項

総回収量　　 3,4

目

32,569㎏
交付額

担

　　　23,117,

当

881円 交付額　　　

係

23,773,632

環

円 交付額　　　23,

境

108,414円

　報

保

償金を交付することで

全

資源回収のインセンテ

係

ィブを高め、ごみの減

4

量化と資源の再利用を

2

促進することができた

2

。

成果

(できたこと)

　適正な報償単価について常に検討する必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度



3
指標
成果 集団回収による資源回収量（ｔ） 3,443 3,532 3,432 3,600 3,700
指標 ※資源回収所含む　

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,517 605 272 1,200 合計 272,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 272,000 円

一般財源 1,517 605 272 1,200

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 1,876 959 623 1,566

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

都市環境

基本施策 循環

　

型社会・環境保全
施策

刈

体系
施策の内容 ごみの

谷

減量化

目
　
　
　
的

　自

市

治会の資源回収を支援

事

するとともに、市

主
た

務

る
内
容

　自治会が自主

事

的に紙類の回収を中心

業

とした
民の利便性を高

評

め資源回収量の増加に

価

よるご 常設の資源回収

シ

所を設置する場合、そ

ー

の費用
みの減量、リサ

ト

イクル率の向上を図る

（

。 に対して補助金を交

様

付する。
〇補助率　9

式

／10
〇補助上限額　

１

600,000円

位
置

）

づ
け

関連計画 刈谷市一

会

般廃棄物処理基本計画

計

根拠法令 刈谷市資源回

名

収所設置費補助金交付

担

要綱

対象者 自治会 事業

当

期間 平成２０年度 ～

実

部

施方法 ■直営　□委託

経

　□指定管理　■補助

済

・助成　□その他

環境部

一般会計
資源

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

回

３年度実績 ２４年度実

収

績 ２５年度実績 ２６年

所

度計画

・設置数　　　

設

   3箇所 ・設置数

置

　　　     2箇

費

所 ・設置数　　　  

補

   1箇所 ・設置数

助

　　　     2箇

事

所
・交付額　 1,5

業

17,000円 ・交付

担

額　     605

当

,000円 ・交付額　

課

　　 272,000

環

円 ・総回収量　 1,

境

200,000㎏
・総

推

回収量　 898,2

進

78㎏ ・総回収量　 

課

1,008,395㎏

款

・総回収量　 1,0

項

80,194㎏

　常設

目

の資源回収所の設置に

担

伴い、地区の資源回収

当

量が増加し、ごみの減

係

量化と資源の再利用を

環

促進することができた

境

。

成果

(できたこと)

保

　自治会に資源回収所

全

設置の意向があっても

係

設置場所の確保が難し

4

い場合がある。
課題

(

2

できなか 

 ったこと

2

)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 補助申請件数（件） 3 2 1 2



13,921 14,400 15,000
指標
活動 牛乳パック回収量（kg） 4,782 5,109 5,177 5,200 5,500
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,878 2,090 2,310 2,450 合計 2,310,000 円
需用費 1,260,000 円

財
　
源

特定財源 45 81 54 50 委託料 1,050,000 円

一般財源 1,833 2,009 2,256 2,400

職員人件費　② 718 707 701 733

総事業費（①＋②） 2,596 2,797 3,011 3,183

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 資源売却収入

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 都市

度

環境

基本施策 循環型社

　

会・環境保全
施策体系

刈

施策の内容 循環型社会

谷

・環境保全意識の高揚

市

目
　
　
　
的

　小中学校

事

の児童・生徒及びその

務

保護者の分

主
た
る
内
容

事

　市内全小中学校等で

業

集めた牛乳パックとペ

評

別意識を高めるととも

価

に、回収量に応じてオ

シ

ットボトルキャップを

ー

回収し、回収量に応じ

ト

リジナルトイレットペ

（

ーパーを配布して環境

様

て刈谷市オリジナルの

式

環境啓発用トイレット

１

啓発を行う。 ペーパー

）

を配布する。
　牛乳パ

会

ックは資源として売払

計

い、キャップ
はリサイ

名

クル業者等を通じてワ

担

クチンを全世
界の子ど

当

もたちに送る活動に活

部

用する。

位
置
づ
け

関連

経

計画  

根拠法令  

対象

済

者 市内小中学生及びそ

環

の保護者等 事業期間 平

境

成２０年度 ～

実施方法

部

□直営　■委託　□指

一

定管理　□補助・助成

般

　□その他

会計
資源回収社会

Ｂ
　
事

貢

　
業
　
実
　
績

２３年度

献

実績 ２４年度実績 ２５

事

年度実績 ２６年度計画

業

ちり紙交換数　10,

担

560個 ちり紙交換数

当

　10,478個 ちり

課

紙交換数　11,82

環

3個 ちり紙交換数　1

境

2,000個
ワクチン

推

本数　 6,028本

進

ワクチン本数　 5,

課

611本 ワクチン本数

款

　 6,942本 ワク

項

チン本数　 7,20

目

0本

　小中学校のキャ

担

ップ総回収量が平成2

当

2年9月時点で1,0

係

00万個を達成し、平

環

成24年9月時点で2

境

,000万個を達成す

保

ることが

成果 できた。

全

(できたこと)

　幼稚

係

園、保育園等に事業を

4

拡大するかどうか検討

2

。
課題

(できなか 

 

2

ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 ペットボトルキャップ回収量（kg） 12,056 11,222



ある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 補助金額計（千円） 1,562 1,704 1,826 2,250 2,250
指標

 
指標

 近隣各市でも同様の補助事業は実施している。補助金額（割合）については刈谷市よりも多いところ、少
他市との ないところとある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,562 1,704 1,825 2,250 合計 1,825,400 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,825,400 円

一般財源 1,562 1,704 1,825 2,250

職員人件費　② 718 354 351 1,099

総事業費（①＋②） 2,280 2,058 2,176 3,349

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 都市環境

基本施策

　

循環型社会・環境保全

刈

施策体系
施策の内容 ご

谷

みの減量化

目
　
　
　
的

市

　生ごみ処理機器の購

事

入費を補助し普及を図

務

主
た
る
内
容

　各家庭よ

事

り排出される生ごみの

業

自家処理を
ることによ

評

り、市内の各家庭から

価

排出される 推進するた

シ

め、市内の販売指定店

ー

で生ごみ処
生ごみの自

ト

家処理の推進及び可燃

（

ごみの減量 理機器、コ

様

ンポスト容器を購入し

式

た者に対し
を図る。 て

１

補助金を交付する。
　

）

生ごみ処理機器　補助

会

率1/2,上限30,

計

000円
　コンポスト

名

容器　補助率1/2,

担

上限 5,000円

位

当

置
づ
け

関連計画 刈谷市

部

一般廃棄物処理基本計

経

画

根拠法令 刈谷市生ご

済

み処理機器購入費補助

環

金交付要綱

対象者 市民

境

事業期間 平成６年度 ～

部

実施方法 ■直営　□委

一

託　□指定管理　■補

般

助・助成　□その他

会計
生ごみ処理機器

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

購

２３年度実績 ２４年度

入

実績 ２５年度実績 ２６

費

年度計画

生ごみ処理機

補

51基 生ごみ処理機5

助

6基 生ごみ処理機60

事

基 生ごみ処理機70基

業

1,500,300円

担

1,622,600円

当

1,752,900円

課

2,100,000円

環

コンポスト20基 コン

境

ポスト25基 コンポス

推

ト23基 コンポスト3

進

0基
62,000円 8

課

0,900円 72,5

款

00円 150,000

項

円

　生ごみ処理機器購

目

入を促すことにより、

担

機器を購入した各家庭

当

のごみ減量化を図るこ

係

とができた。

成果

(で

環

きたこと)

　申請件数

境

が徐々に減少している

政

ので、今後どのように

策

市民に啓発していくか

係

を検討。現在生ごみ処

4

理機とコンポスト容
課

2

題
器の2種類が補助対

2

象機器となっているが、処理機器の分類の仕方を再検討する必要が



83 円

財
　
源

特定財源 0 0 916 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 701 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,617 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 ごみ処理事業費寄附金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 都市

度

環境

基本施策 循環型社

　

会・環境保全
施策体系

刈

施策の内容 循環型社会

谷

・環境保全意識の高揚

市

目
　
　
　
的

　ごみの減

事

量を目的とした事業に

務

より得られ

主
た
る
内
容

事

　刈谷市におけるレジ

業

袋削減に関する協定を

評

た収益金を環境保全活

価

動に活用し、ごみ減量

シ

締結した店舗から寄附

ー

を受けた収益金を活用

ト

及び環境保全に対する

（

意識の高揚を図る。 し

様

て市内小中学校での植

式

樹を実施する。

位
置
づ

１

け

関連計画

根拠法令

対

）

象者 市内小中学校 事業

会

期間 ～

実施方法 ■直営

計

　■委託　□指定管理

名

　□補助・助成　□そ

担

の他

当部 経済環境部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

２３年度実績 ２

会

４年度実績 ２５年度実

計

績 ２６年度計画

　 　 小

レ

学校11校、中学校5

ジ

校におい　
　 　 て植樹

袋

を実施 　
　 　 　
　 　 　

収

　　　―――――――

益

　　　―――――――

金

　　　―――――――

活

「刈谷市におけるレジ

用

袋削減に関する協定」

事

を締結した店舗から受

業

けたレジ袋収益寄附金

担

を活用し、市内の小中

当

学校にお

成果 ける植樹

課

を実施した。

(できた

環

こと)

課題

(できなか

境

 

 ったこと)

指標名

推

称（単位）
実績値 目標

進

値

２３年度 ２４年度 ２

課

５年度 ２６年度 ２８年

款

度

活動 植樹実施校数（

項

校） ― ― 16 ― ―
指標

目

指標

他市との
比較検証

担当係 環境政策係

4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

2

　
ト

単位：千円
２３年

2

度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 916 0 合計 915,983 円
工事請負費 915,9


